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本仕様書は、多治見市（以下「発注者」という。）が受注者に対し、多治見市北栄小・北陵中

隣接校対応調理場（以下「北栄・北陵調理場」という。）及び多治見市立池田小学校調理場（以

下「池田小調理場」という。）における調理、配膳、洗浄等業務（以下「業務」という。）の委託

について、必要な事項を定めるものとする。 

 

 

第１章 基本的事項 

 

１ 業務名 

多治見市北栄・北陵調理場及び池田小調理場調理等業務委託 

 

２ 履行期間 

令和９年８月１日から令和１４年７月３１日まで 

ただし、契約締結日から令和９年７月３１日までは準備期間（業務引継に係る習熟期間）と

し、その期間の費用については受注者の負担とする。 

 

３ 業務の内容 

（１）給食物資（食材）の荷受、検収等業務 

（２）調理業務 

（３）配缶業務 

（４）配膳、回収業務 

（５）洗浄・消毒及び安全点検業務 

（６）調理場の清掃業務 

（７）残菜等の計量及び処理業務 

（８）蒸気ボイラー管理業務（北栄・北陵調理場のみ） 

（９）食品の管理業務 

（10）原材料及び調理済給食の保存食採取等業務 

（11）三季休業日における清掃等業務 

（12）業務従事者の健康管理 

（13）その他附帯する業務 

 

４ 業務履行場所及び施設概要 

（１）調理及び洗浄等業務 

ア 北栄・北陵調理場 

所 在 地 多治見市旭ケ丘１０丁目６番地の８２ 

供用開始日 平成２１年９月１日 

建 物 構 造 鉄骨造２階建 

調 理 方 法 ドライ方式 

調理最大能力 １，５００食／日 

調理予定食数 約７５０食／日 

給食提供校 小学校１校（北栄小学校）、中学校１校（北陵中学校） 
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イ 池田小調理場 

所 在 地 多治見市池田町６丁目２５番地 

供用開始日 平成２５年４月１日 

建 物 構 造 鉄骨造２階建 

調 理 方 法 ドライ方式 

調理最大能力 ５００食／日 

調理予定食数 約３００食／日 

給食提供校 小学校１校（池田小学校） 

 

（２）配膳業務履行場所 

施 設 名 所  在  地 

北栄小学校 多治見市旭ケ丘１０丁目６番地の８２ 

北陵中学校 多治見市旭ケ丘１０丁目６番地の８２ 

池田小学校 多治見市池田町６丁目２５番地 

 

５  設備・備品等 

（１）受注者は、発注者が所有する設備、備品等を使用して本業務の履行にあたるものとし、使

用に当たっては、善良なる管理者としての注意義務をもって管理する。 

（２）厨房機器等は、受注者に有償で貸与するものとし、別途発注者及び受注者間において賃貸

借契約を締結する。 

（３）受注者は、次の期間ごとに、発注者からの請求書に基づき納期限までに賃借料（税込）を

支払うものとする。 

【賃借料（税抜）】 

期   間 
北栄・北陵 

調理場 

池田小 

調理場 
合 計 

Ｒ９.８.１～Ｒ10.３.31 １，３０５千円 ５６７千円 １，８７０千円 

Ｒ10.４.１～Ｒ11.３.31 １，９５８千円 ８５０千円 ２，８０６千円 

Ｒ11.４.１～Ｒ12.３.31 １，９５８千円 ８５０千円 ２，８０６千円 

Ｒ12.４.１～Ｒ13.３.31 １，９５８千円 ８５０千円 ２，８０６千円 

Ｒ13.４.１～Ｒ14.３.31 １，９５８千円 ８５０千円 ２，８０６千円 

Ｒ14.４.１～Ｒ14.７.31 ６５３千円 ２８３千円 ９３６千円 

合   計 ９，７９０千円 ４，２５０千円 １４，０３０千円 

 

６ 調理実施日数（予定） 

調理実施日数は、以下のとおり。ただし、予定日数のため変動する場合がある。 

令和 ９年度       １３２日程度 

令和１０年度～１３年度  ２０５日程度 

令和１４年度        ６９日程度 
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７ 業務実施日及び業務時間 

（１）業務実施日 

履行期間内における給食実施日、それに伴う準備日及び休業日中における研修等実施日 

ただし、各調理場で業務日が異なる場合あり。 

※原則として、多治見市立学校管理規則第４条第２項に定める授業を行わない日（休業日）

は給食を実施しない。 

（２）業務時間 

給食実施日において午前８時００分から午後４時４５分を基本とする。 

ただし、朝の食材納入時の検収や施設・設備・機器等の清掃等、調理及び衛生管理が確実

に行える時間とすること。 

また、喫食までの時間は可能な限り短縮することとし、２時間以内とすること。 

 

８ 調理場別給食提供校及び食数 

（１）給食を提供する対象者は、児童・生徒、教職員等とする。 

（２）給食実施食数（以下、「食数」という。）については、「調理場別給食提供校一覧」の合計数

に調理場従事者等を加えた数を１日当たりの概算食数とする。 

ただし、各年度において、児童・生徒数や学級数の状況を踏まえ変動が生じる場合がある。 

 

【調理場別給食提供校一覧（Ｒ８．５．１現在）】 

調理場名 給食提供校 学級数 児童生徒数 教職員数 合計 

北栄・北陵調理場 北栄小学校 １６ ３１７人 ３５人 ３５２人 

 北陵中学校 １４ ３４３人 ３５人 ３７８人 

 小計 ３０ ６６０人 ７０人 ７３０人 

池田小調理場 池田小学校 １２ ２５９人 ３８人 ２９７人 

合   計 ４２ ９１９人 １０８人 １，０２７人 

 

10 関係法令等の遵守 

（１）学校給食法（昭和２９年法律第１６０号）、食品衛生法（昭和２２年法律第２３３号）、労

働基準法（昭和２２年法律第４９号）、食育基本法（平成１７年法律第６３号）等の関係法令、

その他関連法規及び関連要綱等を遵守すること。 

（２）本業務が教育の一環として行われる学校給食であることを認識し、保健衛生に万全の注意

を払い、適切な管理のもと、常に誠意をもって業務の遂行に努めるとともに、次の法令等を

遵守しなければならない。 

ア 学校給食衛生管理基準（平成２１年文部科学省告示第６４号） 

イ 大量調理施設衛生管理マニュアル（平成９年厚生労働省衛食第８５号別添） 

ウ 学校給食調理場における手洗いマニュアル（文部科学省平成２０年３月発行） 

エ 調理場における洗浄・消毒マニュアル PartⅠ（文部科学省平成２１年３月発行） 

オ 調理場における洗浄・消毒マニュアル PartⅡ（文部科学省平成２２年３月発行） 

カ 調理場における衛生管理＆調理技術マニュアル（文部科学省平成２３年３月発行） 

キ 学校給食調理従事者研修マニュアル（文部科学省平成２４年３月発行） 

ク 学校給食における食物アレルギー対応指針（文部科学省平成２７年３月発行） 

ケ 各調理場内における除去食対応マニュアル（多治見市教育委員会） 

コ その他の関係法令等 
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（３）発注者は、受注者が行う業務について、関係法令等の遵守状況や衛生管理及び安全管理に

ついて確認し、必要に応じて助言、指導を行うものとする。 
 

11 事故発生時の対応  

（１）食中毒発生の疑いがある場合や異物混入等、業務に関して事故が発生した場合は、業務責

任者が直ちに必要な措置をとるとともに発注者へ報告すること。 

（２）損害賠償責任 

ア 受注者は、業務の実施にあたり、食中毒や事故等の発生時の対応として、損害賠償責任

を補填する生産物賠償責任保険や食品営業賠償共済等の保険に加入すること。 

イ 次に掲げる事項に該当し、その結果、発注者に損害を与えたときは、受注者は、発注者

に損害賠償しなければならない。 

（ア）故意又は過失により、食中毒の原因となる細菌その他人体に有害な物質を学校給食に混

入したとき。 

（イ）故意又は過失により、食材等を損失したとき。 

（ウ）故意又は過失により、施設設備及び備品等を損壊、紛失又は遺棄したとき。 

（３）履行保証人の確保 

ア 受注者の責めに帰すべき事由により債務不履行又はその懸念が生じた場合には、発注者

は受注者に対して改善勧告を行い、速やかに改善策の提出及びその実施を求めることがで

きるものとする。 

イ 発注者が受注者に対し改善の実施を求めたにも関わらず、受注者がこれに応じなかった

場合には、発注者は契約の解除及びこれにより生じた損害賠償を請求することができるも

のとする。 

ウ 受注者は、業務継続が困難となった場合に備え、次の要件を満たす履行保証人を１社定

めること。 

（ア）法人格を有すること。 

（イ）学校給食調理業務において１，０００食以上に対応した調理実績を有し、現在も継続

して実施していること。 

（ウ）損害賠償責任を補填する生産物賠償責任保険等に加入していること。 

エ 履行保証人は、発注者が受注者の責めにより事業の継続が困難であると判断した場合は、

速やかに業務を引き継ぐものとする。この場合における委託料は、当該年度の委託料総額

からすでに受注者に支払った費用及び業務中断により発注者が被った損害のうち受注者か

ら賠償を受けていない額を減じた額とする。 

オ 履行保証人による業務実施期間は、残契約期間とする。 

 

12 緊急時の連絡体制 

受注者は、業務に関する安全衛生の保持や事故発生時、人員不足時などの場合に迅速に対応

する必要があることを想定した連絡網を作成し、契約締結後速やかに発注者に提出すること。 

 

13 立入検査等 

（１）受注者は、保健所や発注者が指定する者の立入検査があった場合は、当該検査の立会い等

に協力すること。立入検査の結果、保健所や受注者等から改善等を指示された場合は、受注

者は、速やかに改善等の措置を講じること。 

（２）受注者は、発注者が本業務の履行状況等を確認するため立入ることを求めた場合、これに

応じなければならない。その際、発注者から履行状況等の説明、報告を求められた場合、受

注者は速やかに説明、報告を行うこと。 
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14  業務委託料の支払い  

（１）本業務の委託料は、令和９年８月分を初回とし、月ごとに支払うものとする。 

（２）月ごとの委託料（以下、「月額委託料」という。）は、本業務委託契約金額から消費税及び地

方消費税（以下「消費税等」という。）を除いた額を６０回で分割して算出した額（１０円未

満切り捨て）に消費税等を加えた金額とする。 

なお、月額委託料を算出する際に１０円未満の端数が生じた場合、その端数金額（消費税

等を含む）は、令和９年８月分の月額委託料に加算して支払うものとする。 

（３）受注者は、毎月の業務終了後、翌月１０日までに、請求書及び業務報告書を提出し、発注

者は、受注者からの請求書を受理した日から３０日以内に月額委託料を支払うものとする。 

（４）（２）の月額委託料は、５項（２）の厨房機器等の賃借料と相殺することができない。 

  

15 災害対応への協力 

地震、風水害等の災害発生により避難所が開設され、炊き出し等が実施される場合、受注者

は、発注者からの要請に応じ可能な限り協力すること。 

 

16 守秘義務 

受注者は、業務上知り得た事項について、第三者に漏らしてはならない。この契約解除及び

期間満了後においても同様とする。 

 

17 環境への配慮 

（１）学校又は近隣住民に配慮し、悪臭の原因となるような排水施設やごみの保管などの清掃等

には十分に留意すること。 

（２）廃棄物の抑制、減量化及びリサイクルに努めること。 

（３）環境に配慮した製品、再生品を積極的に使用すること。 

（４）消耗品の使用にあたっては、環境への負荷の少ないものを選定すること。 

（５）常に省エネルギーを心がけること。 

（６）業務中は、アイドリングストップに心がけ、排出ガスの抑制に努めること。 

（７）その他、多治見市の行う環境配慮展開方針に従うこと。 

 

18 妨害又は不当要求に対する通報義務 

（１）受注者は契約の履行に当たり、暴力団又は暴力団員等から事実関係及び社会通念等に照ら

して合理的な理由が認められない不当若しくは違法な要求を受けた場合又は契約の適正な履

行を妨害された場合は警察に通報しなければならない。なお、これらの不当介入を受けたに

も関わらず通報しない場合は指名停止措置を講じることがある。 

（２）受注者は暴力団又は暴力団員等による不当介入を受けたことに起因して履行期間内に契約

内容を完了することができないときは、発注者に対して履行期間の延長を請求することがで

きる。 

 

19  その他 

（１）履行期間前の準備期間に要する費用は、すべて受注者の負担とする。 

（２）契約期間満了前に次期受託業者が受注者以外の業者に決定した場合、発注者は、次期受託

業者の習熟のために次期受託業者の業務従事者を本業務に立ち会わせることができるものと

する。 

（３）受注者は、適正な調理等業務の運営ができるよう、経費の節減に努めること。特に電気、
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ガス、水道の不必要な使用を避けるとともに、施設、設備等の維持管理に留意すること。 

（４）本仕様書の内容に疑義が生じた場合及び本仕様書に定めのない事項については、必要に応

じ発注者と受注者が協議の上決定するものとする。 

 

 

第２章 実施体制 
 

１ 業務従事者等 

受注者は、業務が学校給食に関する業務であることを考慮し、業務に従事する者として、次

に示す者を配置すること。 

また、業務従事者の採用にあたっては、該当業務の経験を有する者の雇用を優先して配置す

るなど、業務が円滑に行えるよう努めるとともに、業務上支障のない範囲において、地元住民

の雇用に配慮すること。 

なお、※のある職名については、同一施設における常勤の正社員である者との兼務も可能と

する。 

職 名 
北栄・北陵 

調理場 

池田小 

調理場 
資格・条件等 

業務責任者 １人 １人 

・常勤の正社員で、業務遂行上の責任者として
発注者や学校と緊密な連絡調整を図り、調理
従事者を指導、監督することができる者 

・栄養士又は調理師の資格を有し、１，０００食
以上の学校給食センター等の大量調理業務で
２年以上の実務経験を積んだ者 

・業務副責任者との兼務は不可 

業務副責任者 １人 １人 

・常勤の正社員で、業務責任者を補佐するとと
もに、業務責任者が事故又は欠けた場合はそ
の職務を代行することができる者 

・栄養士又は調理師の資格を有し、学校給食セ
ンター等の大量調理業務で２年以上の実務経
験を積んだ者 

・業務責任者との兼務は不可 

調理師 ２人 － 

・常勤の正社員で、栄養士又は調理師の資格を
有し又は有する見込みがあり、学校給食セン
ター等の大量調理業務で１年以上の実務経験
を積んだ者 

・業務責任者、業務副責任者との兼務は不可 

※食品衛生責任者 （１人） （１人） 

・常勤の正社員で、施設及び設備の衛生管理、食
品の衛生及び業務従事者等の衛生の日常管理
を行うことができる者 

・栄養士又は調理師の資格を有する者 

※栄養士 （１人） （１人） 
・栄養士の資格を有し、学校給食又は集団給食
施設で調理又は栄養指導等の経験を２年以上
積んだ者 
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※アレルギー 

対応食責任者 
（１人） （１人） 

・栄養士の資格を有し、学校給食センター等で
１年以上の実務経験を積んだ者 

※ボイラー取扱者 （１人） － ・ボイラー取扱技能講習を修了した者 

※危険物取扱者 （１人） － ・危険物取扱（丙以上）の資格を有する者 

調理従事者 
・受注者が必要とする人数 
・学校給食センター等の大量調理業務で実務経験のある者を含め、業務
に支障がないよう必要かつ十分な人員を配置すること。 

 

 

２ 人員管理 

（１）報告事項 

受注者は、業務従事者を雇用するときは、当該業務従事者の資格、免許を証するものの写し

を発注者に提出するものとする。なお、業務従事者を変更した場合も同様とする。 

（２）緊急対応 

急病及びその他衛生管理上やむを得ない理由で業務従事者が業務に従事できない場合は、速

やかに発注者へ連絡するとともに、受注者の責任において、代替者を配置するなど業務に支障

のないよう措置を講じなければならない。 

（３）業務従事者の教育・研修等 

ア 受注者は、業務従事者の資質向上に努め、調理及び食品の取扱等が安全、衛生的かつ適

正に行われること及び学校給食の目的を十分理解させ、子どもの健やかな成長に資するこ

とができるよう衛生教育、研修を適宜行うこと。 

イ 受注者は、発注者が必要と認めた場合には、発注者又は第三者が実施する研修、会議及

びその他の行事に業務従事者を参加させること。 

ウ 発注者は、滝呂小調理場、池田小調理場、北栄・北陵調理場、養正調理場、昭和調理場及

び食育センターで開催される「研究授業方式による衛生管理研究会」に業務従事者を参加

させることができる。 

エ 受注者は、栄養士の実習生の受け入れ及び児童、生徒の職場見学、保護者の試食会、行

政視察等について協力すること。 

オ 受注者は、発注者の提案に基づき、食育の一環として、給食をつくる側と食べる側のコ

ミュニケーションをつくることを目的に行う給食時間中の学級訪問を計画すること。 

（４）習熟訓練の実施 

ア 令和９年６月から北栄・北陵調理場及び池田小調理場において習熟訓練を実施すること。 

ただし、受注者に本業務の受託実績がある場合は、習熟訓練は不要とする。 

イ 習熟訓練の内容は、契約後速やかに発注者と協議の上決定するものとし、受注者は習熟

訓練計画書を作成のうえ発注者へ提出すること。 

ウ 習熟訓練計画書を作成する場合は、個々の経験や実績を考慮し、業種ごとに必要日数を

定めること。 

エ 習熟訓練に係る費用は、受注者が負担するものとする。 
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【習熟訓練内容の参考】 

職  種 期  間（必要日数） 習熟訓練内容 

・業務責任者、 

・業務副責任者、 

・食品衛生責任者 

・栄養士 

６月から７月の午前（30日程度) 北栄・北陵調理場の調理

業務 ６月から７月の午後（７日程度) 

６月から７月の午前（30日程度) 
池田小調理場の調理業務 

６月から７月の午後（７日程度) 

・ボイラー取扱者 

・危険物取扱者 
６月～７月の３日程度 

北栄・北陵調理場の蒸気

ボイラー業務 

・調理師 

・調理従事者 

・アレルギー 

対応食責任者 

６月から７月の午前（15日程度) 北栄・北陵調理場の調理

業務 ６月から７月の午後（７日程度) 

６月から７月の午前（15日程度) 
池田小調理場の調理業務 

６月から７月の午後（７日程度) 

 

 

第３章 業務の内容 

 

１ 発注者が行う業務の範囲 

（１）献立作成等 

   発注者は、献立を作成し、以下のとおり受注者に提示する。 

種   類 提 示 時 期 

学校給食実施予定表（年間） 年度当初（契約初年度に限り契約当初。） 

学校給食献立予定表（月間） 前月２０日（土、日及び祝日の場合は翌平日） 

調理業務指示書・作業手順書 １週間前 

調理業務変更指示書 当日まで 

（２）給食実施食数等の指示 

ア 発注者は、各月の食数を前月１５日までに受注者へ報告する。 

イ 食数に変更が生じる場合は、提供日の前日（土、日及び祝日を除く。）までに発注者が受

注者へその内容を報告する。 

ウ 気象警報発令、地震警戒宣言発令、インフルエンザ等により、学級閉鎖や緊急措置として

休校となった場合は、当日でも食数を変更する場合がある。この場合は速やかに発注者か

ら受注者に連絡する。 

（３）食材の調達 
給食に使用する食材は、発注者が調達し、受注者へ提供するものとする。 

 

２ 受注者が実施する業務の範囲 

学校給食法第９条第１項に規定する「学校給食衛生管理基準」（平成２１年文部科学省告示第

６４号）、厚生労働省「大量調理施設衛生管理マニュアル」（平成９年３月２４日衛食第８５号

別添）の他、関係諸法令、マニュアル、指針等を基本として、ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理を

実施すること。 

また、発注者から提示された資料等の内容を遵守するとともに、発注者の指示（調理業務指
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示等の文書による指示並びに業務責任者に対する口頭による指示を含む。）に従うこと。 

（１）給食物資（食材）の荷受、検収等業務 

ア 食材の荷受については、受注者の検収責任者が、検品、検収し、専用容器に移し替えた

うえで、指定の場所に食材の保管、管理を行うこと。ただし、当該検収責任者が不在の場

合は、業務責任者が当該業務を代行し、速やかに事後報告すること。 

イ アにおいては、食品名、製造業者名、納入業者、生産地、異臭の有無、数量、荷姿、箱や

袋の毀損、時間、品温、品質、ロット、製造者番号、異物混入状況、業者の服装等を記録す

ること。検収上必要なときは、試食を実施し、確認すること。 

また、加工食品については、原材料表示や食物アレルギー表示を確認すること。 

ウ 品温・品質等が基準外で納入された場合や異常がある場合、数量が不足している場合は、

速やかに発注者へ報告し、対応について協議すること。 

エ 荷姿、包装等で、外箱と中身が違う場合は安全確認が行えないことから、発注者へ報告

し、対応について協議すること。 

（２）調理業務 

ア 調理作業は、ドライシステム方式により運用すること。 

イ 発注者が提示する献立表及び調理業務指示書等に基づき、発注者が提供する食材を用い
て調理を行い、発注者から提供されたもの以外は給食に使用しないこと。 

ウ 献立ごとに調理作業の手順、時間、担当者を示した調理作業工程表と作業動線図を作成

すること。また、調理作業工程表と作業動線図に変更が生じた場合は、変更後の内容を記

載すること。 

エ 献立表に示された食品の種類や分量を必ず計量の上、適切な温度の確保に努めること。 

オ 加熱調理においては、中心温度が７５℃で１分以上加熱、必要に応じて、８５℃～９０℃

で９０秒以上加熱し、時間、温度、記録者を記録すること。 

カ 味の確認等は、受注者が調理中及び調理後に行い、給食の完成前には栄養教諭等の検査

を受けること。ただし、栄養教諭等が不在の場合は、業務責任者が検査を行うこと。 

キ 食物アレルギー対応食（除去食）については、各調理場の「調理場内における除去食対

応マニュアル」に従うこと。また、食物アレルギー対応食の内容を変更する場合には、別

途、仕様変更等について発注者と受注者が協議の上決定するものとする。  

ク 厨房設備、調理機器、調理用器具等は取扱説明書やマニュアル、発注者の教示を基に、

安全、衛生面に配慮し、正しく使用すること。 

（３） 配缶業務 

ア 調理した給食は、釜割表及び人数表に基づき、学校別、学級別に配缶すること。 

イ 北陵中学校については、コンテナに積み込むこと。 

ウ 学校の給食時間に合わせて調理後（加熱終了後）２時間以内に児童生徒が喫食できるよ

うに、調理開始時間を考慮すること。 

エ 食器及び配食数等に不足が生じた場合は、受注者が速やかに学校に届けること。 

オ 食物アレルギー除去食の配缶については、個人別の容器に入れ明確に区分すること。 

（４）配膳、回収業務 

各調理場における配膳・回収業務手順書に従うこと。 

（５）洗浄・消毒及び安全点検業務 

ア 食器、食缶、箸・スプーン、フォーク、トレー、調理器具、コンテナ等の洗浄、消毒保管

を行うこと。 

イ 消毒に使用する薬品については、SDS(Safety data sheet）から取り扱いや事故時の対応

を確認し、業務従事者等に周知すること。 
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ウ 調理業務に使用した施設・設備等は、洗浄、清掃及び点検を入念に行い、異常がないか

確認すること。点検の際に異常が発見された場合は、速やかに発注者へ報告し、発注者の

指示に従うこと。 

エ 包丁やスライサーなどは常に研磨して使用すること。なお、包丁等の研磨を専門業者へ

依頼する場合は、受注者の負担とする。 

（６）調理場の清掃業務 

ア 厨房設備、調理機器等は常に清潔な状態を保つこと。特に夏季休業日、冬季休業日、学

年末及び学年始休業日（以下、「三季休業日」という。）においては、重点的に点検、整備、

洗浄、消毒を行うこと。 

イ 側溝、保管庫、冷蔵庫、冷凍庫、靴及び靴箱の清掃は、入念に行うこと。 

ウ グリストラップの清掃は定期的に行うこと。 

（７）残菜等の計量及び処理業務 

ア 残菜は、献立ごとに計量及び記録した後、多治見市堆肥化センターの回収時間までに所

定の場所へ搬出すること。 

イ 空き缶、ダンボール、廃油等は、それぞれ所定の集積場へ搬出すること。 

ウ 予備等は廃棄すること。 

（８）蒸気ボイラー管理業務（北栄・北陵調理場のみ） 

ア 蒸気ボイラー設備の運転管理は、ボイラー取扱技能講習修了者が｢ボイラー点検表｣によ

り日常点検及び運転業務を行い、故障の予防及び性能の維持に努めること。 

イ 蒸気ボイラーに異常を認めたときは、直ちに、必要な措置を講じて業務に支障をきたさ

ないようにし、発注者へ報告すること。 

（９）食品の管理業務 

ア 調理場内において、すべての食品及び調理用具を直接床の上や不潔な場所に置かないこ

と。（床面から６０㎝以上離れた場所に置くこと。） 

イ 調理室内にダンボールは持ち込まないこと。 

ウ 食品の保管場所は、適切な温度・湿度管理がなされているか点検・記録すること。 

エ 食品は、給食の当日に調理するとともに、使用直前にも安全確認をすること。 

オ 食品の腐敗、変質を発見したときは、発注者へ報告し、指示を受けること。 

カ 調理終了後、食品及び料理の余剰が生じたときは、発注者へ報告し指示を受けること。 

（10）原材料及び調理済給食の保存食採取等業務 

ア 原材料及び調理済給食については、食品ごと、献立ごとに５０g程度保存食を採取し、専

用冷凍庫（－２０℃以下）で２週間保存した後、廃棄すること。 

イ 製造年月日、賞味期限又はロット等が異なる場合はそれぞれ分けて保存すること。 

（11）三季休業日における清掃等業務 

作業内容は以下のとおりとする。 

ア 調理場内清掃 

イ 施設、設備の整備・清掃 

ウ コンテナ、ワゴン、台車の清掃整備 

エ 調理器具類の整備作業 

オ 給食食器の洗浄・磨き作業 

カ 衛生研修、調理実習等、市及び県が実施する研修の参加 

キ 調理場外、外回りの清掃他 

  ク 給食開始前の準備、清掃、研修（三季休業日毎 給食開始前の１日） 
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（12）業務従事者の健康管理 

ア 健康診断 

（ア）受注者は、業務従事者の健康診断を定期的（年１回以上）に行い、｢定期健康診断結果

報告書｣により発注者へ報告すること。最低検査項目は胸部レントゲンとする。 

（イ）受注者は、常に業務従事者の健康に留意し、異常を認めた場合は、速やかに受診させ

ること。 

（ウ）業務従事者は、常に健康を心がけること。 

（エ）業務従事者に変更がある場合は、｢業務従事者（変更）報告届｣と併せ健康診断結果を

発注者へ報告すること。 

（オ）定期健康診断に要する経費は、受注者の負担とする。 

イ 腸内細菌検査等 

（ア）受注者は、業務従事者に対し月２回以上の検便検査（赤痢菌、サルモネラ菌、腸管出

血性大腸菌Ｏ-１５７、腸管出血性大腸菌Ｏ-２６の４項目とし、１０月から３月までの

間には月１回以上のノロウイルス検査）を行い、その結果を発注者へ報告すること。 

（イ）新規採用者を業務に従事させる場合は、従事開始前の２週間以内に検便検査、胸部レ

ントゲン検査を行うこと。 

（ウ）年２回以上の手指等の拭き取り検査を行うこと。 

（エ）検便検査、胸部レントゲン検査、拭き取り検査等に要する経費は、受注者の負担とす

る。 

（オ）健康診断及び検便検査等の検査結果並びに下痢、嘔吐、発熱、せき、外傷、皮膚病等の

伝染性疾患で食品衛生管理上、支障がある者は、調理業務に従事させないこと。 

（カ）受注者は、｢学校給食従事者の健康調査集計表｣を発注者に提出すること。 

（13）その他附帯する業務 

ア 受注者は、献立検討会（月１回）に参加すること。 

イ 受注者は、給食物資調達入札（月１回～２回）を見学することができる。 

ウ 学校及び幼稚園からセレクト給食の要望があった場合は、対応すること。 

エ その他附帯する業務については、発注者と協議の上決定するものとする。 

 

３ 施設・設備の衛生管理 

（１）施設の管理 

ア 調理室には、衛生のための検査を受けていない者など衛生上不適切と思われるものの立

ち入りを禁止すること。 

イ 手洗い設備は常に清潔に保ち、液体石鹸、消毒液、爪ブラシを常備すること。 

ウ 動物、病害虫の侵入を防止するため、窓、出入口は開放したままにしないこと。 

エ 換気装置は、作動に支障がないように常に整備すること。 

オ 受注者は、調理場の部屋毎に火元責任者をおき、火気の使用又は取扱に関する監督、消

火器の位置、使用方法の確認並びに調理従事者への周知、その他火災の防止に関する業務

を行うこと。 

（２）設備、器具等の管理 

ア 受注者は、設備、調理機器等について、取扱方法を熟知すると共に、常に点検し良好な

状態を保持すること。また、受注者の経費負担で設備、調理機器等の衛生拭き取り検査を

年２回以上実施し、発注者へ報告すること。 

イ 調理機器、器具等は、使用後、指定の洗浄室で洗浄、消毒すること。 

ウ 包丁、まな板、器具類等は、用途別に区別、保管すること。 
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エ ブラシ、たわし類は十分消毒、乾燥させたものを使用すること。 

オ 靴の洗浄ブラシは、汚染用、非汚染用と分けて使用すること。 

カ 食器・食缶自動洗浄機は、使用後、清掃すること。 

キ 清掃用機材は用途別に区分して使用すること。使用後は専用場所に保管すること。 

ク 施設、設備の安全、衛生管理状況については、点検表により発注者へ報告すること。 

ケ 洗浄・消毒に使用する製品、規格は、次の表、若しくは同等品とする。 

種 類     製品名 備 考 

消毒用アルコール エタノール製剤   

調理室全般洗浄用洗剤  ママクリーン   ５倍希釈 

食缶洗浄機用洗剤 クイックリーン A・AF      機械希釈 

食器洗浄機用洗剤 オートクリーン APK 機械希釈 

食品、機器類消毒剤 次亜鉛素酸ナトリウム   

手洗い用液体石鹸 シャボネット ５倍希釈 

超音波洗浄機用洗剤 クリーン P 100～150ｇ 

コ 食器の洗浄効果を、でんぷん、脂肪、たんぱく質残留検査試薬等を用いて、定期的（学

期に１回程度）又は必要に応じて確認し、発注者へ報告すること。 

 

４ 業務の分担区分 

発注者、受注者それぞれの業務の分担区分は、次の表のとおりとする。 (主となる者が◎) 

項目 業務内容 発注者 受注者 

給食管理 学校給食運営の総括 ◎  

 年間給食実施計画書の作成 ◎ ○ 

 献立作成 ◎  

 献立検討会への参加 ◎ ○ 

 給食物資調達入札 ◎  

 食数の伝達、システム管理 ◎ ○ 

 食数変更の調理現場対応  ◎ 

 学校との連絡調整 ◎ ○ 

 食育等、行事への参加協力  ◎ 

 調理作業日誌の記入  ◎ 

 日常点検表の記入  ◎ 

 検食の実施・評価 ◎  

 検食の準備  ◎ 

 残菜調査の実施 ◎  

業務管理 調理従事者の勤務管理  ◎ 

 業務分担、調理従事者配置表の作成  ◎ 

 緊急時等の業務内容の検討 ◎ ○ 
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 緊急時等の業務対応  ◎ 

食材管理 給食物資（食材）の選定・発注・支払 ◎  

 給食物資（食材）の検収、検収簿の記入  ◎ 

 給食物資（食材）の保管・在庫管理  ◎ 

 給食物資（食材）生体検査保存採取・記録・廃棄  ◎ 

調理洗浄業務 調理作業工程表・作業動線図等の作成  ◎ 

 調理作業工程表・作業動線図等の確認 ◎  

 調理（アレルギー対応含む）  ◎ 

 中心温度測定記録  ◎ 

 味の確認 ◎ ○ 

 調理済食材保存採取・記録・廃棄  ◎ 

 各学校別・クラス別配缶  ◎ 

 食器、食缶、調理器具、コンテナ等洗浄・消毒  ◎ 

 残菜の計量、処理、記録  ◎ 

 空き缶、びん、ダンボール、廃油等の処理  ◎ 

配膳・回収業務 配膳・回収業務手順書の作成 ◎  

 配膳・回収業務の実施・記録  ◎ 

施設等の管理 施設、設備、備品等の設置・更新 ◎  

 施設、設備、備品等の修繕（５万円以上） ◎  

 施設、設備、備品等の修繕（５万円未満）  ◎ 

 施設、設備・備品等の清掃及び日常点検業務  ◎ 

 消耗品（箸や食器等）の在庫管理  ◎ 

 施設の施錠及び開錠 ○ ◎ 

 側溝及びピットの掃除作業  ◎ 

 グリストラップの軽微な点検・定期清掃  ◎ 

 消灯、ガス栓の閉止、各種設備類の停止  ◎ 

 

北栄・北陵 
調理場のみ 

受水槽の軽微な定期点検業務  ◎ 

 蒸気ボイラー設備等の運転管理  ◎ 

 蒸気ボイラー室の清掃作業  ◎ 

 地下ピットの軽微な定期点検業務  ◎ 

衛生管理 衛生面の遵守事項の点検・確認  ◎ 

 食品、食材の衛生管理  ◎ 

 食品検査、ふき取り検査等現場の細菌検査 ◎ ○ 

 施設・設備の清掃、食器、器具類等の衛生管理  ◎ 
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 冷蔵庫、冷凍庫等の温度、湿度管理  ◎ 

 残留塩素の点検・記録  ◎ 

 腸内細菌検査等の実施、結果確認 ○ ◎ 

 業務従事者の健康調査  ◎ 

 業務従事者の衣服等の清潔保持管理・確認  ◎ 

 生産物賠償責任保険等の加入  ◎ 

研修等 全市的な研修の実施 ◎ ○ 

 習熟訓練等 ○ ◎ 

 給食物資納入業者の衛生管理の指導と確認 ◎ ○ 

労働安全衛生 労働災害・事故防止  ◎ 

 労災保険等の加入  ◎ 

 

 

第４章 報告等 

 

１ 記録表の報告 

受注者は、調理業務に関する以下の記録表を記録し、発注者へ報告すること。 

様式 記  録  表 記録時期 報告時期 

１ 納入物資検収記録表 毎日 業務終了後 

２ 調理作業工程表 毎日 業務終了後 

３ 作業動線図 毎日 業務終了後 

４ 温度＆作業記録表 毎日 業務終了後 

５ 出来上がり計量表／残菜記録表 毎日 業務終了後 

６ 下処理記録表・野菜廃棄量 毎日 業務終了後 

７ 
学校給食日常点検表 

（作業前、作業中、作業後、配膳室日常点検表） 
毎日 業務終了後 

８ 
簡易専用水道等施設・点検記録表 

（北栄・北陵調理場のみ） 
毎月末 毎月末 

９ ボイラー運転日誌（北栄・北陵調理場のみ） 毎日 毎月末 

10 
第一種圧力容器の定期自主検査記録 

（北栄・北陵調理場のみ） 
月１回 毎月末 

11 光熱水費使用量調査表(電気・水道・ガス・灯油) 毎日 毎月末 

12 保存食記録＆廃棄表 毎日 毎月末 

13 スライサー・刃物確認点検表 毎日 業務終了後 

14 調味料在庫管理簿 毎日 業務終了後 

15 健康調査集計表 毎日 朝 



 - 15 - 

16 トイレ掃除・消毒記録表 毎日 毎月末 

17 中心温度計規正表 月２回 毎月末 

18 確認表（施設・機械の管理） 毎日 毎月末 

19 作業記録表(勤務実績表) 毎日 業務終了後 

20 食品在庫表 月２回 毎月末 

21 三季休業日作業(予定・報告・スケジュール)記録 休業日の前後 
作業終了後

直ちに 

 

２ 事業計画書等の報告 

受注者は、次に掲げる提出書類を提出時期に発注者へ提出すること。 

提出書類 提出時期 

事業計画書（次年度分） 各年度開始１か月前 

事業報告書（年次報告） 各年度終了後１か月以内 

食中毒賠償責任保険加入証明書 契約時、変更時 

代行保証制度加入証明書 契約時、変更時 

習熟訓練計画書 契約後直ちに 

業務実施要領（手順書、マニュアル） 履行開始１週間前・変更時 

業務従事者報告書  履行開始１週間前 

業務従事者変更報告書 変更時 

業務従事者勤務表 翌月中旬まで 

定期健康診断結果報告書 実施後直ちに 

検便結果報告書 実施後直ちに 

研修実施報告書 実施後直ちに 

事故等報告書 発生後直ちに  

緊急時実施報告書 発生後直ちに 

異物混入報告書 発生後直ちに 

※ 受注者が発注者に提出した書類は、情報公開することがある。 

 

 

第５章 費用の負担区分 

 

１ 発注者が負担する費用 

項 目 内   容 

施設・厨房設備・備品類 
建物施設、厨房設備機器及びその付帯設備等の備品 

食器類、食缶類、食器カゴ、学級用配膳用品 

調理用品類 包丁、まな板、ボール等調理用品 
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通信運搬費 受注者架設の電話料 

光熱水費 調理場の電気、ガス、水道料金 

厨房用燃料費 灯油 

管理・修繕費 
施設・厨房設備修繕（軽微なものを除く）、建物維持管理費、

害虫駆除費等 

食材購入費 給食に使用する食材の費用 

 

２ 受注者が負担する費用 

分      類 備 考 

被服用品類 帽子  

ヘアーネット  

使い捨てマスク  

白衣 下処理用・調理用・洗浄用 

ズボン  下処理用・調理用・洗浄用 

エプロン 下処理用・調理用・洗浄用 

靴 下処理用・調理用・洗浄用 

天然ゴム極薄手袋 怪我対応用 

使い捨てビニール手袋 調理・配缶用 

天然ゴム手袋 焼物出口用・汚染用 

その他被服用品類  

洗剤・薬品類 手洗い用石鹸等  

白衣等洗濯石鹸  

ボイラー用ソルト  

ボイラー用清缶剤  

消毒用アルコール・塩素  

調理室全般洗浄用洗剤   

食缶洗浄機用洗剤  

食器洗浄機用洗剤  

超音波洗浄機用洗剤(スプーン・箸)  

その他厨房内消耗品  

洗浄用品類 

 
たわし、洗浄用ブラシ 作業用 掃除用 

モップ 作業用 掃除用 

爪ブラシ   

手拭用ペーパータオル  
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トイレットペーパー  

その他洗浄に必要な用品  

調理用品類  キッチンペーパー・クッキングシート  

油ろ過機フィルター  

保存食用ビニール袋  

その他調理用品類  

清掃用品類 

 
水切りワイパー  

ゴミ袋  

バケツ  

受配校配膳室用 

消耗品類 
使い捨てビニール手袋  

消毒用アルコール・塩素  

手拭用ペーパータオル  

ビニール袋  

消耗品類 防虫剤・粘着マット  

 絆創膏、包帯等救急医薬品  

 
従事者用の机、椅子、電話機、パソコン

等 
 

 ボールペン等文房具類  

 その他乙の業務に必要な消耗品  

通信運搬費 受注者架設の電話料  

更衣室、休憩室 

備品 

机、椅子、電話機、パソコン、ロッカ

ー等 
 

施設設備等 

維持管理費 

蛍光灯、殺菌灯、防虫灯の電球等 

軽微な器具及び設備修繕費 
１件５万円未満のもの 

保険 生産物賠償責任保険等  

従事者人件費 
人件費、福利厚生費、労働保険、社会

保険、健康診断、検便等 
 

 

３ その他必要な経費が生じた場合、負担区分が明確でないものは、発注者と受注者が協議の上

負担区分を決定する。 

 


